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藤崎町地域包括支援センター契約書 兼 重要事項説明書 

（介護予防支援・介護予防ケアマネジメント） 

 

１ 事業所の概要 

（１）事業者について 

 

（２）当事業所について 

事 業 所 名 藤崎町地域包括支援センター 管 理 者 氏 名 對 馬 洋 樹 

所 在 地 藤崎町大字常盤字富田６７番地１ 

電 話 番 号 ０１７２－６５－４１５５ Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０１７２－６５－４１５９ 

事 業 所 番 号 ０２０２３０００４２ サービス提供地域 藤崎町全域 

 

（３）当事業所の職員体制 

職     名 常 勤 非常勤 職   名 常勤 非常勤 

社 会 福 祉 士 １名 － 主任介護支援専門員 １名 － 

保 健 師 等 ２名 － 介 護 支 援 専 門 員 ２名 － 

＊社会福祉士1名は管理者兼務、また、業務の状況により職員増減する場合があります 

（４）サービスの提供時間帯 

営  業  日 月曜から土曜日 （ただし、12月 29日から1月 3日までを除く） 

サービス提供時間 
午前８時１５分～午後５時１５分 

※時間外については、２４時間３６５日電話にて対応します 

 

２ 事業の目的および運営方針 

（１）事業の目的 

藤崎町地域包括支援センター（以下「支援センター」という）は、介護保険に関する法令の趣旨及び

この重要事項説明書に従い、公正中立の立場から利用者が可能な限りその居宅においてその尊厳を保持

し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、 

①適切な介護予防サービス計画、及び介護予防ケアマネジメント計画（以下「介護予防計画等」 

という）を作成する。 

②介護予防サービス等の適正な提供が確保されるよう指定介護予防サービス提供事業者やその他

の事業者（以下「サービス事業者等」という）及び関係機関との連絡調整その他の便宜の提供を

図ります。 

 

（２）運営方針 

１ 利用者の心身の状況や環境などに応じて、利用者自らの選択に基づき適切な保健医療サービス及

び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮します。 

２ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、利用者に提供される介護予防サービ

ス等が特定の種類またはサービス事業者等に不当に偏することのないよう公正中立に行います。 

３ 事業の実施にあたっては、利用者の所在する市町村、医療機関、他の指定居宅介護支援事業者、

サービス事業者等の保健・医療・福祉サービスとの連携に努めます。 

事 業 者 名 社会福祉法人 藤崎町社会福祉協議会 代表者氏名  会長  山 内  敏 

所 在 地 藤崎町大字常盤字富田７０番地１ 法人設立日  平成１７年７月１日 

電 話 番 号 ０１７２－６５－２０５６ ＦＡＸ番号 ０１７２－６５－５２６２ 
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３ 利用料金等 

（１）指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント（以下、「介護予防支援等」という）のサービス内容 

   支援センターまたは委託を受けた指定居宅介護支援事業者(以下｢支援センター等｣という)は、以下の

点に配慮します。（但し、介護予防ケアマネジメントＢ及びＣは除く） 

サービスの内容 提  供  方  法 

介 護 予 防 計 画 

等 の 作 成 

1. 利用者の居宅を訪問し面談を行い、利用者の理解と課題の把握を行います。 

2. サービス事業者等に関する情報を提供します。 

3. 利用者の意欲を高め、主体的に取り組める目標・具体策を計画します。 

4. 利用者および家族に介護予防計画等の内容や利用料等を説明します。 

5. サービス担当者会議を開き、利用者や家族及びサービス事業者等と共通認識を持

ち、利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行うよう努めます。 

サ ー ビ ス 実 施 

状 況 把 握 ・ 評 価 

1. 利用者や家族、サービス事業者等と継続的に連絡を取り合いながら、介護予防計

画等の実施状況の把握に努め、目標に沿ってサービスが提供されるよう調整を行

い、利用者の状態を定期的に評価します。 

2. 利用者が要介護状態となった場合、居宅介護支援事業者に関する情報提供を行

い、利用者の同意を得た上で選択した事業者に対し情報提供を行います。 

介 護 予 防 

計 画 等 の 変 更 

利用者が変更を希望した場合や、利用者の状態の変化等により支援センター等が変更

が必要と判断した場合は、利用者と支援センター等の双方の合意の上で変更します。 

給 付 管 理 等 
支援センターは、介護予防計画等の内容に基づき毎月給付管理票を作成し青森県国民

健康保険団体連合会に提出します。 

要介護認定、総合事業 

申請に対する援助 

利用者の意思を踏まえ、要支援認定更新・区分変更または総合事業申請に必要な協力

を行います。利用者が希望する場合は、これらの申請を利用者に代わって行います。 

相 談 業 務 介護保険や介護に関することなど、幅広くご相談に応じます。 

訪 問 回 数 の 目 安 
概ね３ヶ月あたり１回程度、担当者が利用者の居宅を訪問し状況の把握等を行いま

す。また業務上必要な場合等は、それ以外にも訪問することがあります。 

 

（２）利用料金について 

指定予防支援にかかる費用は全額介護保険から給付、介護予防ケアマネジメントに係る費用は地域支

援事業から支給されるため利用者の負担はありません。ただし、保険料滞納等により処分を受けている

場合は、厚生労働大臣もしくは藤崎町町長が定める基準額を、利用者がいったん事業者に支払う必要が

あります。 

 

４ サービス提供期間等 

サービス提供開始の際は予め本書面による重要事項説明書の説明を行い、利用者から同意を得るもの

とします。また、提供期間は利用者が重要事項説明書に同意した日から、利用者の要支援認定及び総合

事業認定有効期間終了日とします。ただし、サービス提供満了の日の７日前までに、利用者が支援セン

ター等に対して、サービス提供終了を申し出ないかぎり、サービス提供期間は自動更新するものとしま

す。この自動更新によるサービス提供期間は、利用者の次の要支援認定及び総合事業認定の有効期間満

了日までとし、以後も同様とします。 

 

５ サービスの解除 

（１）利用者から行う解約措置 

１ サービスの終了を希望する日の７日前までにその旨をお申し出下さい。ただし、利用者の病状 

の急変、緊急の入院等やむを得ない事情がある場合はこの限りではありません。 

２ 支援センター等が正当な理由なく介護予防支援等の提供を行わない場合、明らかな守秘義務に反

した場合、利用者やその家族に対して社会通念を逸脱する行為を行なった場合、または当事業者が

破産した場合は、利用者は即座にこのサービスを解除することができるものとします。 
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（２）支援センターから行う解約措置 

１ 支援センターは、休廃止等この重要事項説明書に基づく指定介護予防支援の提供が困難になるな

どやむを得ない事情がある場合は、利用者に対してこのサービス等の解約を予定する日から１ケ月

以上の期間をおいて利用者に解約理由を示した書面を通知することにより、このサービス等を解約

することができるものとします。 

２ 利用者又はその家族などが、支援センターおよび職員に対してサービス等を提供しがたいほどの

不信行為を行なった場合は、即座にこのサービスを解約することができるものとします。 

 

（３）サービスの自動終了 

１ 利用者の要介護認定区分が「自立」「非該当」もしくは「要介護」と判定された場合 

２ 利用者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を利用又は指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所に入所した場合 

３ 利用者が藤崎町の介護保険被保険者でなくなった場合 

 

６ 指定介護予防支援の担当者 

１ 利用者に対する介護予防計画等の作成及びサービス事業者等との連絡調整等の業務担当者（以下

「介護支援専門員等」という）については、別記①「指定介護予防支援に係る確認事項」（以下「別

記①」という）に記載する者とします。 

２ 支援センターは、介護支援専門員等を交代させる場合がありますが、その場合は交代の理由を利用

者及び家族へ説明いたします。 

 

７ 業務の委託 

１ 支援センターは、予め利用者の同意を得たうえで、利用者に提供する介護予防支援等の業務の一部

を、別記①に記載する指定居宅介護支援事業者に委託することができるものとします。 

２ 支援センターは、前項の規定により委託する場合であっても、介護予防支援等の業務を誠実に行わ

せるため、本書面の重要事項説明書に基づき行わせるものとします。 

３ 利用者は、委託した指定居宅介護支援事業者の変更を支援センターに申し出ることができます。 

４ 前項の申し出により、指定居宅介護支援事業者が変更になった場合は、支援センターは変更後の指

定居宅介護支援事業者について利用者及び家族へ説明いたします。 

 

８ 介護予防支援等の提供内容の記録 

１ 支援センターは介護予防支援等の提供内容に関する記録を行うとともに、これを契約終了後から５

年間保管します。 

２ 利用者は、支援センターに保管されるこの記録の閲覧及び複写物の交付を請求できます。 

 

９ 身分証携行 

 支援センターの介護支援専門員等は常に身分証を携行し、利用者または利用者の家族から提示を求め

られた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

１０ 利用上の注意義務等 

１ 介護予防支援等の実施及び安全衛生等の管理上必要な場合は、支援センター及びその従業員が利用

者の居宅内に立ち入り、必要な措置をとることを認めるものとします。その場合、支援センターは利

用者のプライバシー等の保護について十分な配慮をいたします。 

２ 利用者の心身の状態等により特段の配慮が必要な場合、利用者及びその家族と事業者が介護予防支

援等について、介護保険法令やその他諸法令の定めるところに従い協議の上決定します。 
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１１ 虐待防止等について  

   支援センターは、利用者の人権の擁護・虐待の発生またはその再発を防止するために担当者を置き、

委員会を定期的に開催するとともに、その結果については職員へ周知徹底を図り、虐待防止のための

指針を整備し、職員に対し必要な研修を定期的に実施します。高齢者虐待またはそのおそれのある状

態を知った場合は、関係機関と連携し解決のために必要な措置を講じます。また、緊急やむを得ない

場合を除き身体拘束は行わず、やむを得ず行う場合は理由等の必要な事項を記録します。 

 

１２ サービス内容に関する苦情 

提供したサービスに苦情がある場合、又は作成した介護予防計画等に基づいて提供されたサービスに

関する苦情の申し立てや相談があった場合は速やかに対応いたします。 

（１）当事業所の利用者相談・苦情窓口 

      ◇担 当 者  管理者 對馬 洋樹 

    ◇電   話  ０１７２－６５－４１５５  ＦＡＸ  ０１７２－６５－４１５９ 

    ◇受 付 日   年中（ただし、土・日曜日、国民の祝日、１２月２９日～１月３日を除く） 

    ◇受付時間   午前８時１５分から午後５時１５分 

 

（２）苦情処理体制 （苦情処理フロー） 

   

   

   

 

 

 

                      

 

 

 

 

（３）その他 

支援センター以外に、藤崎町及び青森県国民健康保険団体連合の相談・苦情窓口等に苦情を伝えるこ

とができます。 

◇ 藤崎町福祉課介護保険係   ０１７２－７５－８１９８（直通） 

◇ 青森県国民健康保険団体連合会（苦情処理委員会） ０１７－７２３－１３３６ 

 

１３ 緊急時の対応方法 

サービスの提供中に容体の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより別記①に記載していただ

く、主治医及び家族への連絡のほか、救急隊、家族、介護支援専門員等へ連絡をいたします。 

 

１４ 事故発生時の対応 

１ 介護予防支援等の提供中に事故が発生した場合は、利用者に対し応急処置、医療機関への搬送等の

措置を講じ、速やかに市町村及び別記①に記載の家族等に連絡します。また事故の状況及び事故に際

して採った処置について記録し、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。 

２ 支援センターの責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産等を傷つけた場合は、その責

任の範囲において利用者に対して損害を賠償いたします。 

 

 

 

利用者 

苦情担当 

事業所職員 

管理者・事業所職員等による 

苦情対応検討会 

利用者 事業所内に苦情内容及びその解決方法を記録・保管 
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１５ 秘密の保持及び個人情報の保護について 

1 支援センターの従事者は、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密を、正当な理由なく第

三者に漏らしません。この秘密を保持する義務は、契約終了後も継続します。 

２ 支援センターは利用者から予め書面で同意を得た場合には、利用者のサービス等を提供するにあた

り必要な範囲内で、利用者およびその家族の個人情報を用いることができるものとします。 

３ 支援センターは、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（磁気媒体情報及び伝送

情報を含む）について細心の注意をもって管理し、また処分する際にも第三者への漏洩を防止します。 

 

１６ 合意管轄 

利用者と支援センターは、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、青森地方裁判所をもって第

一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

１７ 契約内容の履行と契約外事項の取扱い 

利用者及び支援センターは、信義誠実をもってこの契約を履行するものとし、この契約に定めのない

事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、双方が誠意をもって協議のうえ

定めるものとします。 

 

 

利用者と支援センターは、この契約の締結を証するため、利用者及び藤崎町地域包括支援センターが

記名押印の上、本書を２通作成し、各々１通ずつ保有するものとします。 

 

令和    年    月    日 

 

介護予防支援等の提供の開始にあたり、利用者に対して本書面により重要事項の説明をしました。 

【事業者】 

                                住  所  南津軽郡藤崎町大字常盤字富田７０－１ 

名  称  社会福祉法人 藤崎町社会福祉協議会 

                                          代表者名   会  長     山 内   敏     

 

 

                     藤崎町地域包括支援センター 

説明担当者                    

 

 

 私は、本書面により事業者から重要事項の説明を受け、内容につきましても理解し、介護予防支援等の

提供に同意いたします。 

                               【利用者】 

                                   住  所   藤崎町大字 

 

              氏  名                       

 

【家族または上記代理人】 

                                  住  所 

 

                           氏  名                     

 

                      続  柄 
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【別記①】 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る確認事項 

 

１ 重要事項説明書６及び７に記載する、利用者に対して介護予防支援等を提供する者について 

 

□ 【藤崎町地域包括支援センターが担当する場合】 

担 当 者 氏 名  

電 話 番 号 ０１７２－６５－４１５５ ＦＡＸ番号 ０１７２－６５－４１５９ 

 

 

□ 【委託先の指定居宅介護支援事業者が担当する場合】 

（委託先の指定居宅介護支援事業者） 

事 業 所 名  

所 在 地  

電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

事 業 所 番 号 指定事業所番号             （青森県指定事業所） 

担 当 者 氏 名  

 

 

 

 

２ 重要事項説明書の１３及び１４に記載する、緊急時及び事故発生時の連絡先 

 

主 治 医 

医療機関名

及び担当科 
 

氏 名  電話番号  

住 所  

家族 ① 
氏名（続柄）               （続柄          ） 

連 絡 先                     ℡ 

家族 ② 
氏名（続柄）               （続柄          ） 

連 絡 先                     ℡ 
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個 人 情 報 利 用 同 意 書 

(介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント用) 
 

私（及び私の家族）の個人情報の利用については、藤崎町地域包括支援センター及び重要事項説明

書別記①において委託に同意した指定居宅介護支援事業者（                 ）

が、下記により必要最小限の範囲内で使用することに同意します。 

 

記 

 

１ 使用目的 

利用者のための介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメント計画の作成(変更)及び、こ

れに沿った円滑なサービス提供のために実施されるサービス担当者会議、介護支援専門員や事業者

及び医療を含む関係機関との連絡調整等において必要な場合。また、必要と判断される場合は地域

ケア会議も含む。 

 

２ 個人情報を提供する事業所等の範囲 

指定介護(予防)サービス事業者、介護予防・生活支援サービス事業者、介護保険外サービス事業

者の担当者、及び主治医や医療機関の担当者、並びに介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント

に協力が必要な行政機関や民生委員などの関係機関（団体）の担当者であって、協力が必要な関係

者に限る。また地域ケア会議においては、当該会議出席者に限る。 

 

３ 使用する期間 

令和   年   月   日から契約終了日まで 

 

４ 使用する条件 

（１） 個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情報の提供に当た

っては関係者以外の者に洩れることのないよう細心の注意を払うこと。 

（２） 緊急を要すると判断した場合は、必要最小限の個人情報を上記以外の者に提供することもあ

る。その場合は、相手方に対して関係者以外の者に漏れることのないよう厳重に注意を促すと

ともに、速やかに利用者に対して報告すること。 

（３） 個人情報を使用した会議、相手方、個人情報利用の内容等の経過を記録すること。 

 

令和   年   月   日 

藤崎町地域包括支援センター  殿 

 

（利用者）住所 藤崎町大字 

 

氏名                  

 

          （家族または上記代理人）住所  

 

                      氏名                  

 

                        続柄  


